
岡山市認知症伴走型支援事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，認知症総合戦略推進事業実施要綱（平成２６年７月９日付け老発０７

０９第３号厚生労働省老健局長通知別添１。以下「国要綱」という。）に基づき，本市が

実施する認知症伴走型支援事業（以下「事業」という。）の実施に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 認知症伴走型支援事業 

伴走型支援拠点を設置し，当該拠点において伴走型相談支援を実施することをいう。 

(2) 伴走型支援拠点 

認知症における伴走型相談支援に係る業務を行う拠点をいう。 

(3) 伴走型相談支援 

認知症の人とその家族への認知症に係る相談・助言，地域の既存資源を活用して社会

参加を促す等の認知症の人の生きがいにつながるような支援を行うことをいう。 

(4) 前各号に掲げる用語のほか，この要綱における用語の定義は，介護保険法（平成９年

法律第１２３号），老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号），地域支援事業の実施につ

いて（平成１８年６月９日付け老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）及び

国要綱の定めるところによる。 

 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は岡山市とする。ただし，事業の実施にあたり第１条の目的を理解

し，適切な事業運営が確保できると認められる法人又は団体（以下「受託者」という。）

に委託して実施するものとする。 

 

（事業の対象者） 

第４条 次の各号に掲げる事業の対象者は，それぞれ当該各号に掲げるところによる。 

(1) 伴走型相談支援（次号に掲げるものを除く。） 

認知症に係る課題を持つ，又は持つと考えられる人とその家族とする。 

(2) 伴走型相談支援（認知症に係る専門相談に限る。） 

市町村や地域包括支援センター，地域の介護サービス事業所等，保健・医療・介護・

福祉の専門職，地域で認知症の人を支える活動を実施している団体や人々とする。 

 



（事業の内容） 

第５条 受託者は，設置する伴走型支援拠点に認知症介護に従事し専門的な知識を持つ職

員を配置し，次に掲げる取組例を参考とした取組を対応可能な日時をあらかじめ決定し

た上で，当該拠点が相談窓口であることを事業所の看板やホームページ等において明示

し，日常的かつ継続的に伴走型相談支援を実施するものとする。 

(1) 認知症の人とその家族への認知症に係る相談・助言 

(2) 認知症の人に対して，社会参加活動へ促すなど生きがいにつながるような支援や専

門職ならではの日常生活上の工夫等の助言 

(3) 認知症の進行等，症状が変化した場合，培ってきた関係性や地域の馴染みを活かした

継続的な相談・助言の実施 

(4) 家族に対して，精神的・身体的負担の軽減につながるような効果的な介護方法や介護

に対する不安解消に係る助言 

(5) 地域包括支援センターや認知症地域支援推進員等の地域の関係機関と連携し，認知

症に関する相談への助言や認知症ケアパスの作成への参加，地域ケア会議への参加等

の認知症施策に関する取組の実施 

(6) 地域とのつながりから認知症に係る情報等の集積 

(7) 相談がしやすい環境づくり 

 

（履行場所） 

第６条 伴走型相談支援は，認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護），

特別養護老人ホーム，小規模多機能型居宅介護その他の日頃より認知症介護に従事し専

門的な知識を持つ職員が勤務する介護サービス事業所に伴走型支援拠点を設置し，実施

するものとする。ただし，必要に応じて，イベント等での出前相談又は高齢者等の居宅等

への訪問による伴走型相談支援の実施も可能とする。 

 

（職員体制） 

第７条 受託者は，事業を実施するため，伴走型支援拠点に必要な相談員を配置するものと

し，配置に当たっては次に掲げる事項に留意すること。 

(1) 事業を適正に実施できるよう，認知症に関する知識や情報を有し，相談支援を行う上

で認知症高齢者の介護の経験を通じ，対応技術のある職員を配置すること。 

(2) 本事業に従事する職員は，認知症介護指導者養成研修，認知症介護実践リーダー研

修，認知症介護実践者研修等の認知症介護に係る対応力向上のための研修を修了して

いることが望ましいこと。 

 

（留意事項） 

第８条 受託者は，事業の実施に際し，次に掲げる事項に留意することとする。 



(1) 介護報酬及び他の補助金等で措置されているものは，本事業に係る委託料を充てて

実施する事業の対象としないこと。 

(2) 伴走型相談支援は，認知症高齢者グループホーム等が実施している介護サービスと

は別で行われるものであるため，当該介護サービスの提供業務に従事する時間帯と，本

事業に従事する時間帯を明確に区別すること。 

(3) 管理者等の常勤専従の職員が本事業に従事する場合には，業務に支障のない範囲の

中で，各々の職務に従事する時間帯を明確に区別すること。 

 

（広報） 

第９条 伴走型相談支援の対応可能な日時の設定については，認知症の人や家族の利便性

を考慮した上で，あらかじめ決定することとし，ホームページ等で対外的に公表しなけれ

ばならない。 

２ 受託者は，地域包括支援センター等と連携の上，本事業の実施について認知症の人や

その家族等に広く周知し，利用が促進されるように努めなければならない。 

 

（地域での役割分担） 

第１０条 受託者は，地域における相談支援の円滑な遂行に配慮して，緊急性のある相談支

援等は地域包括支援センター，認知症地域支援推進員等適切な関係機関に引き継がなけ

ればならない。 

 

（相談に関する権利保障） 

第１１条 受託者は，本事業の支援を受ける者（以下「利用者」という。）に対し，意に沿

わない場合は相談をいつでもやめることができること及びいつでも苦情が言えることを

明確に伝え，それらの実効性についても適切に確保しておかなければならない。 

 

（利用料金） 

第１２条 受託者は，利用者から本事業に係る利用料その他の費用を徴収してはならない。 

 

（経理） 

第１３条 受託者は，この事業に係る経理と他の事業に係る経理とを明確に区分するもの

とし，別に定めるところにより直近の予算及び決算を記載し，市長に提出しなければなら

ない。 

 

（事業計画） 

第１４条 受託者は，事業の実施にあたり，実施計画書（様式第１号）を作成して市長に提

出しなければならない。 



 

（実績報告） 

第１５条 受託者は，相談件数や継続して支援した人数，地域包括支援センターからつなが

った件数，相談内容等の実績について，月次報告書（様式第２号）に月毎にとりまとめ，

翌月１０日までに市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は，委託業務完了後，実績報告書（様式第３号）を市長に提出しなければなら

ない。 

 

（関係書類の整備） 

第１６条 受託者は，事業の執行及びその収支について，一切の状況を明らかにする帳簿そ

の他の関係書類を整備し，当該事業完了の日の属する年度の終了後，少なくとも５年間は

これを保存しなければならない。 

 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか，本事業の実施に必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は令和７年４月１日から施行する。 

 


